
４ 具体的な取組み

１ 発生予防（１次予防）

２ 進行予防（２次予防）

３ 再発予防（３次予防）

４ 基盤整備

・専門医療機関の更なる選定

（１）予防教育の推進

（２）普及啓発

（３）不適切な誘引の防止

（１）相談支援の充実

（２）医療提供体制の整備

（１）社会復帰支援及び家族支援

（２）民間団体の活動支援

（１）関係機関との連携

（２）人材育成

（３）調査・研究の推進

熊本県ギャンブル等依存症対策推進計画の概要

５ 推進体制

３ 基本計画の方向性

（１）関連施策との有機的な連携 （２）計画の見直し及び推進体制

計画の期間：令和４年度から令和６年度までの３年間

（１） 施設の状況（R3.9月時点）
競輪：１施設（熊本競輪） 場外発券所：
遊技場（ぱちんこ・パチスロ）：１４２店舗

（２） 県内のギャンブル等依存症が疑われる者の状況（R2調査）
「過去１年以内にギャンブル等依存症が疑われる者」：約２５，０００人

（３） 行動者率（H28調査）
過去１年間において１回以上「パチンコ」を行った人の割合
熊本県 ◇総数：１２．９％ ◇男性：２０．３％ ◇女性：６．３％

(全国平均 ◇総数： ８．５％ ◇男性：１４．０％ ◇女性：３．２％)

※熊本県の総数及び男性の行動者率は九州内１位、女性の行動者率は２位
（４） ギャンブル等依存症の受療状況（H29年度）

◇入院患者数：２６名 ◇外来患者数（年１回以上）：１１１名
◇外来患者数（継続）：８７名

（５） 県内相談機関への相談状況（R2年度）
熊本県精神保健福祉センター、熊本市こころの健康センター及び各保健所への
ギャンブル等依存症に係る相談件数：２４８件

（６） 医療機関の状況（R3.9月時点）
ギャンブル等依存症治療拠点機関及び専門医療機関：各１機関（菊陽病院）

ギャンブル等依存症対策基本法第13条の規定による都道府県計画として策定。

２ 基本方針

（１）正しい知識の普及・啓発
及び不適切な誘引の防止

（２）必要な支援につなげる
相談支援体制の整備

（３）医療における質の向上と
関係機関との連携の促進

○（２）の人数（約２５，０００人）に比べ、（４）受療（２２４人）や（５）相談（２４８件）につな

がっている人数が少ない

→ギャンブル等依存症に関する正しい知識や各種相談窓口等の積極的な情報発信

ギャンブル等依存症に対応できる人材（医療従事者や各種相談員）の育成

○（６）専門的に治療できる医療機関が少ない

→地域における専門医療機関の整備、医療機関向けの研修等を通した人材育成

○ギャンブル等依存症に関連して発生する諸問題の解決に向けた体制の整備

→各関係機関との連携を強化する

（４）ギャンブル等依存症者が円滑に
回復、社会復帰するための理解促進

（５）ギャンブル等依
存症に関連する諸
問題の総合的な解
決に向けた体制の
整備

２ 現状と課題

１ 計画の概要

平成30年に 「ギャンブル等依存症対策基本法」（平成30年法律第74号）が制定され、
平成31年4月に「ギャンブル等依存症対策基本計画」が策定されたことを踏まえ、本県
のギャンブル等依存症対策を総合的かつ計画的に推進するために策定するもの。

１ 計画策定の趣旨

主な課題

ギャンブル等依存症の現状

ギャンブル等依存症に関する正しい知識を広く県民に普及し、関係機関と連携しながらギャンブル
等依存症の各段階に応じた支援を充実させることにより、誰もが健全に安心して生活できる熊本の
実現を目指します。

１ 基本理念

１．ギャンブル等依存症に関する正しい知識の普及を徹底し、将来にわたって発生を予防する
⇒県民に向けた講演会等を年１回以上、高等学校・大学等への情報提供を年１回以上実施

２．予防、相談、治療、回復支援に至る切れ目のない支援体制を整備する
⇒専門医療機関を県内に３ヵ所以上選定、医療機関・相談機関向け研修を年１回以上実施

競馬１（八代）、競輪５（熊本、宇土、八代、天草、玉東）、
オートレース２（宇土、八代）、ボートレース１（長洲）

・リーフレット等の配布を通した啓発
・県民向けの講演会等の実施

・地域の相談窓口、関連問題の相談窓口の充実

・回復支援や家族支援プログラムの実施

・自助グループ等の活動の周知及び支援

・相談窓口における各種関連情報の提供

・ギャンブル等依存症に対応できる医療
従事者・各種相談員の育成

・地域におけるギャンブル等依存症の実
態の把握

・若年者の入場制限の徹底
・ATM等の撤去

・学校教育による普及・啓発

５ 成果目標

２ 計画の位置づけ


